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0 0 0 0 0 0 0 0 0
は，その研究分野から撤退する企業が決めるのではなく，新たに参入し研究開発を増加させる
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
企業が決めている
0 0 0 0 0 0 0 0
と言える。絶滅と誕生が交錯する激動期は，同じ業界内の顔なじみだけの競	
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
争ではなく，未知の企業や業界外部から思いもよらぬ新規参入企業が現れやすい環境条件が
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
整っている
0 0 0 0 0
。そのため，既存の企業が見逃していた宝物を，異なる業界の新参者が見つけ出し

























0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ち，その素材分野の将来性や発展性や拡張性を確信する企業が，多くの競争企業が撤退する中，
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
あえて研究開発を増加させている
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
と断定できる。しかし，近視眼的で目先の利益だけを追い求
め，研究開発を縮小または中止または撤退する企業が後を絶たないのは極めて残念である。素
材の研究開発は，他の研究開発に比べ長期間を要する場合が少なくない。さらに，過去にすで
に研究し尽くされた５）と思われる地味な素材の研究開発に比べ，華々しい成果が出やすい分
野に鞍替えしたいと考えるのは，研究者だけでなく経営者も同じである。
　しかし，研究途中で止めてしまうと，後で取り返しのつかない大失敗になることが少なくな
い。なかでも，素材の研究開発は緻密で丹念な積み上げが大切であり，研究開発を数年間休止
した後で再スタートしても，当時競っていた企業の後姿は完全に見失うことが多い。素材に関
する研究開発は，たとえ企業が直面する問題を解決できなくても，近い将来イノベーションの
種になる可能性が高く，現状の企業の事業範囲を広げて，俯瞰的な立場から研究開発の進め方
を判断すべきである。また，本論文が示したように，競争企業の撤退が相次ぐ素材開発の中
で，あえて研究開発を増加させる企業は，未来を正確に予測し長い目で研究開発を育てる社風
を持った先見の明のある企業であると考えられる。素材の研究開発は，日本がイノベーション
に満ち溢れる国に蘇る唯一無二のプラットフォームであることを忘れてはならない。
　本論文が強調する素材の研究開発の重要性は，アップルやグーグルの最近の動向が教えてく
れている。アップルは，iPhoneなどの製品の組立製造はすべて外部委託しているにも関わら	
ず，それらに使われる半導体はアップル独自で研究開発し製造している。アルファ碁にも使わ
れている人工知能のための半導体TPUはグーグル自ら製造している。今やアップルやグーグ
ルは，半導体メーカーと言っても過言ではない。最先端の半導体部品をデンソーなどの自動車
部品メーカーが研究開発し製造した後，それらを組み立てるトヨタ自動車に対し，アップルや
グーグルはまったく異なる戦略を実践している。現在の主戦場は，製品組立ではなく，半導体
５）	「取り尽くし効果は，簡単な発見はすぐに成し得るので，イノベーションが進むにつれて，新たなアイデア
の発見が難しくなること」
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などの素材の研究開発に変わっていることを，日本企業は見逃してはならない。本論文の研究
結果は，素材の研究開発の重要性を熟知し，それを実践した企業だけが次世代の覇者になるこ
とを明示している。
５章　まとめ
１）	企業別のシリコンの研究開発における絶滅年は，パナソニック2018年，三洋電機2016年，
ソニー2018年，日立製作所2018年で，富士ゼロックス2018年，富士フイルム2019年で，日
本電気2019年，セイコーエプソン2020年，ルネサステクノロジー2014年，沖電気2015年，
京セラミタ2015年，コニカミノルタ2015年，日立ディスプレイ2015年，カシオ計算機2016	
年，日産自動車2017年，日立電線2017年，アルプス電気2019年，富士通2020年，シャープ
2021年，TDK2022年，キヤノン2025年，トヨタ自動車2025年で，東芝2026年で，リコー
2027年で，京セラ2029年で，デンソー2030年であり，これら26社の研究開発はシリコンの
絶滅年2030年より早く絶滅する。
２）	企業別のシリコンの研究開発における絶滅年は，ニコン2031年，日本電信電話2065年であ
り，シリコンの絶滅年2030年より遅い。半導体エネルギー研究所はシリコンの研究開発を
増加させており，シリコンの絶滅を延命させている。
３）	企業別の白金の研究開発における絶滅年は，JSR2016年，パナソニック2017年，富士フイ
ルム2018年，ソニー2019年，キヤノン2020年，産業技術総合研究所2021年，豊田中央研究
所2023年，三菱マテリアル2019年，トヨタ自動車2020年，日本電信電話2021年，アイシン
精機2022年，旭化成ケミカルズ2024年，東芝2029年，凸版印刷2033年であり，これら14社
の研究開発は白金の絶滅年2037年より早く絶滅する。
４）	クラレと日本電気硝子の２社は，白金に関する研究開発を増加させており，白金の絶滅を
延命させている。
５）	企業別の銀の研究開発における絶滅年は，富士フイルム2017年，日立製作所2018年，ソニー
2018年，オリンパス2018年，三井化成2016年，三菱製紙2019年，JSR2019年，コニカミノ
ルタ2019年，三井金属鉱業2020年，富士ゼロックス2021年，太平洋セメント2023年，三菱
マテリアル2032年であり，これら12社の研究開発は銀の絶滅年2041年より早く絶滅する。
６）	東ソー，日立化成，ノリタケの３社は，銀に関する研究開発を増加させており，銀の絶滅
を延命させている。
７）	企業別の亜鉛の研究開発における絶滅年は，パナソニック2018年，本田技研2018年，富士
フイルム2019年，ブリヂストン2019年，ソニー2020年，富士ゼロックス2021年，日産自動
車2020年，日立製作所2022年，JFEスチール2025年，新日鐵住金2029年，豊田中央研究所
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2030年，カネカ2030年，三菱レイヨン2032年，宇部興産2032年，キヤノン2039年，トヨタ
自動車2043年であり，これら16社の研究開発は亜鉛の絶滅年2054年より早く絶滅する。
８）	積水化学，ロート製薬，住友金属鉱山，クラレ，味の素，日本化薬の６社は，亜鉛に関す
る研究開発を増加させており，亜鉛の絶滅を延命させている。
９）	企業別のアルミニウムの研究開発における絶滅年は，電気化学工業2018年，日立製作所
2018年，昭和電工2019年，東洋製缶2020年，パナソニック2021年，東レ2021年，JSR2023年，
セイコーエプソン2024年，花王2035年，東海ゴム2018年，日産自動車2021年，富士ゼロッ
クス2022年，竹中工務店2023年，産業総合研究所2026年，旭化成ケミカルズ2026年，新日
鐵住金2028年，京セラ2032年，JFEスチール2036年，神戸製鋼2046年であり，これら19社
の研究開発はアルミニウムの絶滅年2057年より早く絶滅する。
10）	三菱航空機，タツタ電線，アイシン精機，半導体エネルギー研究所，日立オートモーティ
ブ，三洋物産，旭硝子，東ソー，住友電工，スタンレー電気の10社は，アルミニウムに関
する研究開発を増加させており，アルミニウムの絶滅を延命させている。
11）	企業別のニッケルの研究開発における絶滅年は，パナソニック2016年，ブラザー工業2018
年，三井金属鉱業2018年，セイコーエプソン2023年，TDK2026年，日立製作所2026年，
新日鐵住金2031年，JFEスチール2031年，本田技研2034年であり，これら９社の研究開発
はニッケルの絶滅年2058年より早く絶滅する。
12）	GSユアサ，半導体エネルギー，豊田自動織機，住友金属鉱山，富士電機，プライムアー
スEVの６社は，ニッケルに関する研究開発を増加させており，ニッケルの絶滅を延命さ
せている。
13）	増加企業比率と絶滅年は非常に良い相関関係があり，増加企業が多くなればなるほど，絶
滅年は長くなる。本論文が提案した仮説「研究開発の絶滅時期は，研究開発を減少させる
企業ではなく，逆に研究開発を増加させる企業が決める」は検証できた。
14）	俯瞰的でかつ長期的な視点で研究開発を見抜く眼力を持ち，その素材分野の将来性や発展
性や拡張性を確信する企業が，多くの競争企業が撤退する中，あえて研究開発を増加させ
ている。
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